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１．会計事務所市場の概観
　本テーマ「会計事務所の成長戦略と事業承継」のモチーフは、週刊ビジネス誌エコノミスト2013年4月16日号の「食えない税理士・会計士」から頂いた。一般に先生と呼ばれる国家資格職の人びとに対し、一流ビジネス誌が「食えない○○○」と切りつけた記事だ。この場合は「切り捨てた」が正しい表現かもしれない。それにしても筆者にとってセンセーショナルなタイトルだった。
このタイトルへの応えを探すため、筆者自身のこれまでの書籍や講演録、蔵書などをざっと当たってみた。古くは、1986年刊の「マーケティグアプローチによる会計事務所の成長戦略」という書籍の共同著者に加わっていた。やや赤茶けた本の目次をめくると、全6章のうち第3章「会計事務所の市場戦略」と第4章「会計事務所の商品戦略」をチーフとして執筆したようだ。四半世紀以上も前のことなので記憶の薄い面もあるが、顧客獲得競争を禁止されていた（当時の税理士法四十九条二の第2項の五）税理士（業界）に対し「市場」や「商品」、「戦略」という挑戦的な表現を使ったことが思い起こされ面はゆい。
同書を通じて私は、会計事務所の経営タイプとタイプ別のマーチャンダイジング（品揃え）に言及していた。当時の会計事務所の経営タイプを　①百貨店型　②スーパーマーケット型　③専門店型　④コンビニエンスストア型　と分けた。当時は、会計事務所の法人化は認めておらず、かなり予知的な提案となっていた。
次に、1990年4月から1年間続いた会計事務所向け専門誌（税理士事務所チャネル）への投稿があった。年間を通した大タイトルは「事務所経営とマーケティング」だが、レポートにおける中核課題は「いつまで続く！？棲み分けの時代」と「差別化戦略と商品づくり」の2点に絞り込んでいた。1990年代前半（平成の初めごろ）の会計事務所業界（一般的な税理士の方々）の大半が“非競争市場”を信じ願っていたように思う。その一つの表現が「会計事務所の棲み分け」だった。棲み分けとは、会計事務所の立地による棲み分け、専門分野や得意分野による棲み分けをイメージしたうえでの競争激化の抑制を意味していた。当時の私は、棲み分け時代の終焉と来る競争時代の対応を提案していた。
以降、何度か会計事務所の成長戦略に係るセミナーを行い、その時のセミナー原稿やプレゼン資料が残っている。これらのセミナーで一貫して主張しているテーマが「市場規模の把握」、「商品力の向上」の重要性だった。これは、現在にも通じる課題だろう。
２．会計事務所の市場規模の概算
事務所の市場規模については、月刊誌「税理士事務所チャネル」の1990年4月号で概算値の算出に取り組んだ。詳細な算出根拠を本レポートでは省略するが当時、約1.38兆円を推定市場規模と算出している。1事務所あたりの年商を2,760万円。総従事員（所長含む）当たりの年商を約690万円と推定し、当時の松下電器産業（従業員数4.1万人）の売上総利益に相当する、とした。一方で、企業数の増加に比べ税理士の会計事務所業務への参入比率の方が多く競争は激化するだろうとみていた。
次に2007年のセミナー資料では、会計事務所業界の既存市場規模を2.4兆円。1事務所あたりの年商を8,000万円と算出している。この17年間の変化は、法人数の増加と会計事務所の統合による事務所数の減少による。この時の資料では、総従事員数の推定がないため、従事員数当たりの年商は比較できない。しかしこのセミナーでは、総務省統計局の「平成16年サービス業基本調査」速報値を引用している。
1. 税理士事務所の総収入額＝　1.427兆円（3年前より▲13.3％減少）

2. 税理士事務所数＝　28,565事務所（3年前より▲3.5％減少）

3. 従業員数＝　122,888名（3年前より▲13.5％減少）

4. 開業税理士の平均所得額＝　916万円
5. 顧問先数全国平均＝　人38.2件、個人28.3件

6. 月額顧問料：　2万円未満＝17％、3万円未満＝32％、4万円未満＝17％（66％）

7. 年齢構成：　60歳代＝18％、70歳代＝29％、80歳代＝5％（52％）

筆者の推計売上2.4兆円と総務省の統計総収入額1.4兆円では、大きな乖離だがその原因は、筆者が保険収入やコンサル収入など非伝統的な収入が25％程度全体収入に加算されると診ているからだろう。
3．総務省統計値の衝撃
総務省統計局は「平成16年サービス業基本調査」の発表以降6年経過するが、同様の調査発表はない。ちなみに平成16年の前は、平成11年と平成元年に調査報告されている。
「平成16年サービス業基本調査」データの中でも、総収入額の13.3％減少（3年間）と60歳以上の年齢構成が過半数（52％）の2点は、会計事務所の業界市場に大きな変化が起きていることと会計事務所という業態のあり様が変動することを示していた。
「平成16年サービス業基本調査」と前回、平成11年調査の間に、会計事務所市場にインパクトを与えるマクロ環境の大きな変化が2点あった。マクロ環境要因の政治的環境要因（Political）の中で法規制にあたる、税理士法が改定され「顧客獲得に係る良識ある広告の解禁」と「税理士法人の認可」の規制緩和が行われた。事務所数や従業員数の減少は、「税理士法人の認可」に起因し、総収入額の減少は「広告の解禁」の影響が大きいと考える。
60歳以上の年齢構成が過半数（52％）、しかも70歳以上が34％という統計値は、10年程度の時間経過で10,000人近くの税理士が引退することを示唆している。このデータと会計事務所の成長願望を重ねると、Ｍ＆Ａによる事務所買収という成長戦略が見えてくる。一方で競争の激化と高齢化への対応を重ねると、事業承継の出口戦略としての会計事務所のＭ＆Ａ売却が視界に入ってくる。

4．会計事務所の成長戦略とＭ＆Ａ
Ｍ＆Ａは会社の売買のことで、その取引件数は企業規模や業種を問わず押し並べて年々活発になっている。Ｍ＆Ａの取引形態は、株式譲渡や営業譲渡、合併などだが、取引に至る準備の煩雑さや取引契約の専門性の高さ、取引後の保証形態の多様さなど広範で高度な知識を要する。Ｍ＆Ａ取引は、事業規模の大小にかかわらずに高い専門性を要求される点に特徴がある。一方でＭ＆Ａ取引を扱うアドバイザーの報酬は、一般に取引高（Ｍ＆Ａ譲渡額）と相関することが慣例となっている。従ってＭ＆Ａアドバイザーは、小さい企業規模のＭ＆Ａを避ける傾向にある。また同じ規模（取引高）のＭ＆Ａであれば、手続きの簡易な株式譲渡を望む傾向にある。

会計事務所のＭ＆Ａは、アドバイザリー受託したくないこの2条件を重ね持つ事業形態といえる。つまり会計事務所は、株式法人でないためＭ＆Ａ手続として株式譲渡を使うことができず、一般的に企業規模が小さい。加えて、資格業としての制約もある。更に、売り手の当事者も買い手の当事者も士業（さむらい）としてのプライドが高いことが多く、これが取引に先行することがある。Ｍ＆Ａアドバイザーとして扱い難い顧客の範疇に入る。銀行系や証券系、国際コンサルタント系など従来型のＭ＆Ａアドバイザーが積極的に会計事務所のＭ＆Ａに取り組まない理由がここにある。
しかし、前項の「平成16年サービス業基本調査」で課題提起した通り、事業承継の出口として会計事務所のＭ＆Ａは欠かせない検討事項だ。事業承継を望むいわば売り手としての会計事務所の要望は次のようなものだ。

・高齢で後継者が身内にいない、所内にもいない。
・所内の税理士に事業承継したいが専門家を使ってキチンと譲渡の手続きをしたい。

・健康に自信がなく引退せざるを得ない。

・老けるまでにやりたいことがあるなど、特別な理由により売却を望む。

・競争激化を勝ち抜く自信がない。

一方でＭ＆Ａによる会計事務所買収の目的は次のようなもので成長戦略そのものだ。

・規模の拡大によりスケールメリットを出したい。

・顧客を一定数まで一気に獲得し安定を図りたい。

・地域戦略（面）として獲得したい事務所だ。

・商品戦略（品揃え）として獲得したい事務所だ。

5．会計事務所のＭ＆Ａ事例
前述した通り「会計事務所のＭ＆Ａアドバイザリーは容易でない」ことから受託に向けた活動をしていないため筆者の持つ事例は少ない。現在も事業承継がらみで都内の会計事務所所長から相談を受けているがアドバイザリー契約の受託に至っていない。事案としては、「廃業と無償譲渡ケース」として分類している。税理士資格ない職員だけのため数年先に想定する引退では、「近隣の友人（会計事務所）に職員と顧客を無償譲渡したい」というものだ。同様の廃業と無償譲渡ケース」に近い相談は、近畿圏の所長からもある。何れも相談レベルであり、仮に受託しても経済合理性は望めない。ただ、Ｍ＆Ａ売却すると決断してくれるならば、数千万円の価格を出せるだけにもったいない気もする。
（１）連帯保証債務の解消（大型事務所の傘下に）
Ａ税理士は、大都市郊外に所員10名ほどの事務所を経営していた。Ｂ税理士は、大都市の中心部に事務所を構え、事務所規模の拡大を図っていた。Ｂ氏の成長戦略は、面の拡大（全国区へ）と層（品揃えと品質）の拡張だった。
Ａ氏とＢ氏は、従来から知り合いであり、年齢も近く一定の信頼関係が構築されていた。ある日Ａ氏からＢ氏に、自身の連帯保証債務の弁済に係る苦悩を相談したことからＭ＆Ａの検討が始まった。

譲渡の指針は、信頼関係をベースにしながら早期に進んだ。Ａ氏の保証債務約1億円をＢ氏からの譲渡金で弁済し、Ａ事務所はＢ事務所の傘下に入る。Ａ氏の所得は給与所得となるが当面の間は、Ａ事務所はＡ事務所の商号を引き継ぐストラクチャだ。

工夫が必要なのは事業譲渡の方法だった。当時双方とも個人会計事務所で、事業の統合以外の方法での事業譲渡は困難だった。対処策として会計法人の株式譲渡と業務契約を組み合わせてＭ＆Ａを完結させた。成功事例と言えるだろう。
（２）Ｍ＆Ａアドバイザリー契約の前にコンサルを撤退した
Ｍ＆Ａ専門会社Ｃ社から「Ｄ事務所の売却先を探してほしい」との依頼を受けた。Ｄ事務所の売却理由は、所内の後継候補の不在とＤ事務所オーナーＦ氏の資金需要によるものだった。このコンサル事案に対し、当社社友のＥ社に買い手企業のＭ＆Ａアドバイザーを委任した。

Ｅ社の活動により買い手候補Ｇ事務所に接触することになった。Ｇ事務所は中堅地方都市に自社ビルを持つほど隆盛していた。Ｇ税理士の要望は、事務所の都心進出だった。まさにベストマッチと思えた。
しかし結果は、Ｍ＆Ａ会社の売り手アドバイザーＣ社と買い手アドバイザー候補のＥ社がこのＭ＆Ａ事案から手を引くというものだった。原因は、買い手候補のＧ税理士のビジネスマナーが欠如していたことにあった。先ずＧ氏は、買い手アドバイザーのアドバイザリー契約を罵倒した。「税理士から金をとるのか」、「Ｍ＆Ａや財務分析、価格算定は自身がプロなのでアドバイザーは紹介者として振舞え」と。次に売り手候補アドバイザーのＣ社に対し買う気が強いことを示してＤ事務所と接触。その後、Ｃ社とＥ社の頭越しに交渉を始めるに至り、アドバイザー側からＭ＆Ａの不成立を宣言した。失敗事例と教訓になった。
以上
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